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• 90年代からの自動車会社などによる運転
支援技術，インフラ協調型技術の開発

• 米国では1000台以上の自動運転車が実験走行
中．2017年11月Google傘下Waymoは公道で累
計650万キロ以上を走行

• 2022年までに年10万台まで実験の許可を増や
す方向

自動運転技術の開発活性化

（日経新聞2018年3月20日；内閣府，2017）

（TechCrunch Japan2017年11月9日；ウーバー社資料）

（藤田ら，2018；日経新聞2017年3月31日）

• 2017年11月自動運転バス（写真：右上）がラ
スベガスで軽微な事故

• 2018年3月Uberの自動運転車（写真：右下）
がアリゾナ州で歩行者をはねる死亡事故

• 2000年代後半より，IT技術の進展（カメラ

の低コスト化やAI技術進展など）を背景にIT
企業が自動運転技術の開発に参入

• 近年，自動車会社もAIによる自動運転技
術の開発を行う

空白

（ラスベガス自動運転バスの写真）

空白

（Uber実験車両の図）
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現在の自動運転技術のレベル（レベル0～2）

国交省 (2017)

日米欧政府は米国自動車技術会 (SAE)の自動運転レベルに関わる定義 (SAE J3016, 2016)
を採用．SAE J3016は自動運転の6つのレベルを定義．レベル1，2は普及が進む

ブレーキ操作 ハンドル操作 アクセル操作

国内新車装着率

SAEレベル 概要 安全運転に係る監視，対応主体

0（自動運転なし） 運転者が車の操作全てを行う 運転者

1（運転支援） システムが前後・左右のいずれかの
車の操作を行う（下図）

運転者

2（部分自動運転） システムが前後・左右両方の車の操
作を行う（レベル1の組み合わせ）

運転者
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現在の自動運転技術のレベル（レベル3～5）

SAEレベル 概要 安全運転に係る監視，対応主体

自動運転システムが車の操作全てを行う

3（条件付き自動運転） 限定領域内 システム（システムの介入要求に対して
10秒以内に運転を引き受ける必要あり）

4（高度自動運転） 限定領域内 システム

5（完全自動運転） 限定領域の制約なし システム

（限定領域：地理的な領域に限らず，環境，交通状況，速度，時間的条件などを含む）

レベル3：2018年半ばにアウディが世界初レベル3装着の量産車を発売予定
高速道路の同一車線を60km/h以下で走行の場合（渋滞時など）利用可能（日経新聞2018

年3月17日）

レベル4・5（いわゆる自動運転車）：乗員は運転操作に全く関与しない
レベル4：国内外で移動サービス（自動運転バス・タクシー）実証実験が多数実施
レベル5：2025年までに量産車が市販開始し，2030年に新車販売台数の25％を占め
ると推測されている（内閣府，2017；Litman, 2014）
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• 国交省・経産省：2017年度より地方都市（ラストマイル自動運転）や中山間地（道の駅自動運
転）での実証実験（レベル4）を開始．2018年度よりこれら本格実施，ニュータウンでも実施
予定．2020年からの民間ベースでの自動運転ビジネスの展開が目標

• 内閣府：2017年11月沖縄県の都市部にて自動運転バスの実証実験

国内の移動サービス実証実験（一例）

（国交省，2017）

（ロイター通信2018年2月24日；ケータイWatch2017年12月22日）

• 日産・DeNA：2018年3月にみなとみらい地区で自動運転相乗りタクシー（レベル4）の実験
を実施．車両はリーフをベースに開発．2020年代早期のサービス展開が目標

• ソフトバンクドライブ・三菱地所：2017年12月に丸の内仲通りにて自動運転バス（レベル4）
の実験を実施．自動運転車の23区内の公道走行は初．車両は仏NAVYA社製で定員15名

国主導プロジェクト

民間企業主導プロジェクト

レベル4で移動サービス（自動運転バス・タクシー）実証実験が多数実施中

空白

（丸の内自動運転バスの写真）
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「自動運転車（レベル4・5）」とは何を指すか？

旅客用路面（旅客自動車運送事業）

乗合バス

私的交通

タクシー

（相乗りあり）

タクシー

（相乗りなし）
自家用車

バイク

日常交通における交通手段（徒歩・自転車での移動を除く）

旅客用鉄軌道

都市鉄道

路面電車

新交通システム

（ゆりかもめなど）

自動運転化 自動運転化 自動運転化自動運転化

2. 自家用自動運転車 (PAV)
(Privately-owned autonomous vehicles)

1. 自動運転バス・タクシー

企業が車両（バス，乗用車）を保有．運行管理
あり．実用化が最も早いと予想される

3. 自動運転車のシェアリング

企業または世帯が車両（乗用車）を保有．運行
管理なし．普及等に関してまだ不確実性大きい

本研究では，中短期的な展望として
自動運転バス・タクシーと自家用自動運転車を扱う

世帯が車両を保有．普及は
自動運転バス・タクシーよ
りやや先と予想される
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自動運転バス・タクシーサービスの特徴とは？

しかし，自動運転バス・タクシーはサービスとして

どのような特徴を持ちうるのか分かっていない

まず特徴を理解した上で，どこで導入することが望ましいか検討していく必要がある

• 乗合バス・タクシー事業者のメリット

運転者不足の解消・運行コストの削減など

• 利用者のメリット

乗合バス・タクシーのサービス改善

都市圏での自動運転バス・タクシー導入

（乗合バスでは，自動運転バスによる既存路線の
置き換えと新規路線導入がある）

導入により公共交通網の利便性（サービス水準）を
大幅に高められる可能性がある

例：自動運転化で短距離帯で
のタクシーのサービス改善？
（特に運賃の大幅な下落？）

三大都市圏では郊外で駅アク
セス改善を目指した導入など

バスの頻度少ない．タクシー
運賃高い

→タクシーがより手軽に
使えるように
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本研究の目的・構成

三大・地方都市圏において，自動運転バス・タクシーのサービス水準の評価を行い，
自動運転バス・タクシーの今後の活用方策の検討を行う

ステップ2

自動運転バス・タクシーの人キロあたり運行
コスト・運賃の算出（事業者視点）

ステップ3

自動運転バス・タクシーのサービス水準の算出・評価（利用者視点）

ステップ4

自動運転バス・タクシーの活用方策の検討（利用者視点）

運賃
時間的費用（所要
時間×時間価値）

交通サービス水準
（一般化費用）
値が小さいほどサービ

ス高いと見る

＋ ＝

ステップ1

自動運転技術が交通市場へ
与える影響の整理・仮定

ステップ2，3の数値は都市圏内の市レベル（タクシー営業区域に対応）で算出

本報告では東京区部の結果を示す
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本研究の位置づけ

近年，交通計画分野で自動運転車を扱う論文や報告書の出版が世界的に増加

自動運転バス・タクシー

自家用自動運転車

利用者
視点

事業者
視点

運行シミュ
レーション

ビジネスモ
デルの検討

（ステップ2
に関連）

自家用自動運転車の交通
需要面からの分析（普及
による車の総走行距離の
変化など）

支払意思額・選好意識
（車両への支払意思額
など）

自動運転バス・タクシー
の交通需要面からの分析
（ステップ3と4に関連）

なし

支払意思額・選好意識
（自動運転サービスへの
支払意思額など）

自動運転車に関わる

交通戦略（交通政策の
目標と調和させた形で
自動運転車の普及を促
すにはどうすれば良い
か？など）

（代表的分野）
AB1

C1

C2

B2

D
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本研究の位置づけ

• 世界的にビジネスモデルへの関心が
高まっている

• ステップ2では，Bösch et al. (2017)の
アプローチを使い，自動運転バス・
タクシーの人キロあたり運行コスト
を算出

• 本研究では，算出にあたってより保
守的仮定を適用

運行シミュレーション

国内外で多くの研究ある．Fragnant and 
Kockelman (2014, 2016), 山本ら (2017), Liang 
et al. (2017)など

ビジネスモデルの検討

Burns et al. (2013), Bösch et al. (2017), Stocker 
and Shaheen (2017), Wadud (2017)

運送人件費削減率

車両価格上昇率

本研究

（より保守的仮定）

自動運転バス・タクシー

自家用

利用者
視点

事業者
視点

ステップ2（自動運転バス・タクシーの人キロあたり運行コスト・運賃の算出）

既往研究

A
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本研究の位置づけ

自動運転バス・タクシー

自家用

利用者
視点

事業者
視点

• ステップ3では，活用方策を考える
上での最初のステップとして，自動
運転バス・タクシーのサービス水準
（一般化費用）を算出する（サービ
ス水準は需要の説明変数）

• 他の交通機関と比較により，サービ
スの特徴を理解する

• 以上は初めて結果となる

自動運転バス・タクシーの交通需要面
からの分析（サービスとしての特徴，
それらに対する需要，活用方策など）

まだほとんど行われていない

自家用自動運転車の交通需要面からの
分析

Sivak and Schoettle (2015ab), Harper et al. 
(2016), Wadud et al. (2016), Fragnant and 
Kockelman (2015), Childress et al. (2015), 
Trommer et al. (2016), Meyer et al. (2016)

ステップ3（自動運転バス・タクシーのサービス水準の算出・評価）

ステップ4（自動運転バス・タクシーの活用方策の検討）

C1

C2
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ステップ1

ステップ2

自動運転バス・タクシーの人キロあたり運行
コスト・運賃の算出（事業者視点）

ステップ3

自動運転バス・タクシーのサービス水準の算出・評価（利用者視点）

ステップ4

自動運転バス・タクシーの活用方策の検討（利用者視点）

運賃
時間的費用（所要
時間×時間価値）

交通サービス水準
（一般化費用）
値が小さいほどサービ

ス高いと見る
＋ ＝

ステップ1

自動運転技術が交通市場へ
与える影響の整理・仮定

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



乗合バス・タクシー事業者

4.運行コスト（運送人件費）の削減

→行動変化（運賃等の変化）

自動運転技術が交通市場へ与える影響

車両技術レベルにおける影響

自動運転機能

1.車両価格上昇

2.走行経費（燃料・タイヤ費）減少

3.運転安全性向上・保険コスト減少

車々間通信・路車間通信機能
（Connected機能）＊範囲外

交通サービス利用者

5.自家用車の操作負荷軽減

→行動変化（車保有・移動回数・
目的地・交通手段等の変化）

車両技術の変化による交通市場内の変化

交通ネットワーク・土地利用

• 道路交通事故発生率の減少？

• 渋滞の減少？増加？

• 都市内の駐車場の効率的な利用？

• 郊外化が加速？

＊全て範囲外

本研究では，中短期的な展望として，自動運転機能（3点），
運行コスト削減，自家用車の操作負荷軽減の影響を扱う．5点の仮定が必要

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



仮定1～3：自動運転機能の影響（車両技術レベル）

仮定3：運転安全性向上・保険コスト減少

• 2010-2014年度に国内販売のスバル車に関して運転支援技術アイサイト搭載車は非搭載車に対
し，車両同士の追突事故が1 万台当たり約8割減，対歩行者事故では約5割減（富士重工業，2016）

• 損保各社は2018年1月より自動ブレーキ搭載車の保険料を9％割引

• レベル4：10%-40%減，レベル5：40%-80%減 (Stephens et al., 2016)

→本研究では10%減と仮定

仮定2：走行経費（燃料・タイヤ費）減少

• 無駄な加減速が減少することによる効果

• レベル4：1.7%-14.4%減，レベル5：13.4%-76.7%減 (Stephens et al., 2016)

→本研究では1.7%減と仮定

現行のレベル1・2価格
(Stephens et al., 2016)

全てより保守的な値を適用

仮定1：車両価格上昇

• レベル5：価格上昇範囲$2,700-$10,000（2025年頃）．
毎年9%下落＝2035年には$2,700 (Boston Consulting Group, 

2015; IHS Automotive, 2014; Stephens et al., 2016)

→本研究では乗用車価格（250万円）が40%増と
仮定
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乗合バス・タクシー事業における自動運転：事業面

運転者不足の慢性化・深刻化

• 若年層を中心として運転者の確保に難航

• 労働力人口が減少する中で人手不足が一層
深刻化する可能性がある

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

1995 2000 2005 2010 2015

第二種免許保有者数（千人）

大型+中型+普通

大型

20年で25%減

運転者不足の対策に関わる近年の動き

• 昨年度より警察庁が普通第二種免許の受験
資格緩和の検討を開始．今年度より大型第
二種免許も見直しの対象に

• 自動運転技術による運転者不足の解消と運
行の低コスト化への期待（地域公共交通の
活性化及び再生の将来像を考える懇談会
（座長：山内所長），2017）

自動運転は運転者不足を補うための技術として位置づけることが

重要と考えられる

運転免許統計より作成

（論点整理）
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乗合バス・タクシー事業における自動運転：法律面

国際条約は従来，運転者の存在ならびに車
両制御義務を規定

ジュネーブ条約：日米が加盟．自動運転を
認める改正はまだ行われていない

ウィーン条約：欧州諸国が加盟の中心．日
米は非加盟．2016年にレベル4を認める改正
を行う

日本の道路交通法の根拠はジュネーブ条約

現行認められるのはレベル2まで

✓ レベル3以上の車の公道走行には国際条約
の改正後，道交法等，国内交通関連法規
の改正が必要（関係省庁が検討中）

✓ 運輸事業でのレベル3以上の利用には，運
送事業関連法規の改正が必要（本格的な検
討は今後）

（井熊・井上，2017；日経新聞2018年3月17日）

道路交通に関する国際条約

• ジュネーブ条約，ウィーン条約

国内交通関連法規

•道路・交通に関する法律（道路交

通法，道路運送車両法，道路法）

•事故の民事上の責任に関する法律

（民法，自動車損害賠償保障法，

製造物責任法，国家賠償法）

•事故の刑事上の責任に関する法律

（自動車運転行為処罰法，刑法）

運送事業関連法規

• 道路運送法，貨物自動車運送事業

法

（論点整理）
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仮定4：運行コスト削減（乗合バス・タクシー事業）

乗務員配置型（車両上乗務員は二種免許非保持者）

監視・警備の平均時給1,123円（東京都）を適用．タク
シー運転手の平均時給は1,846円（東京都）

車両自律型（車両上の乗務員は不要）

各企業で自動運転車バス・タクシー（レベル4・5）
を導入するとし2つの形態を考慮

運賃算出のための追加仮定：規模の経済性小・路面交通の参入容易性（現状と同じ）→
利潤は過大ではない

自動運転バス（レベル4，乗務員配置）
→本研究では運送人件費40%減と仮定

→本研究では運賃は

「人キロあたり運行コスト（営業費）＋利潤（対営業費3%以下）」と仮定

→本研究では運送人件費100%減と仮定（世界的
に行われている算出法）

根拠
• 自動運転車でも，通常の生産規模（走行距離）で割ったときの固定費（減価償却費等）は変動費（キロあたり走行経費等）に比べると
小さく，収穫一定を仮定

• 各都市における市場競争の結果，超過利潤ゼロの状態（高利潤路線はすぐに低利潤化）を仮定．結果，各車両は平均費用（人キロあた
り運行コスト）＝限界費用で操業

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



仮定5：自家用車の操作負荷軽減（利用者）

• この影響を把握するために，自家用車利用の「時間価値（交通時間節約価値）」
の変化を調べる方法がよく用いられる

• 自家用車の自動運転化で，同じ所要時間でも以前より時間の負担が苦痛とは感じ
なくなる（＝時間的費用が減る）→所要時間は同じなので時間価値が下がる必要

1.アンケート調査の回答者に自家用自動運転車
(PAV)と自動運転タクシー (SAV)の利用イメージを
ビデオで見てもらう

2.選好意識 (SP)調査に基づく離散選択モデルを推
定し，時間価値を算出．

（公共交通，自家用車，PAV，SAVに関する所要時
間と運賃のトレードオフ関係の比較に基づく）

自動運転化による自家用車利用の時間価値については世界で多くの研究が進行中

例えば，通勤目的で30%削減 (Steck et al., 2018)

→本研究でも自家用車利用の時間価値は30%削減されると仮定

出典
Steck, F., Kolarova, V., Bahamonde-Birke, F., Trommer, S., Lenz, B. How Autonomous Driving May Affect the Value of Travel Time Savings for Commuting, 
Transport Research Record: Journal of the Transportation Research Board, 2018.

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



ステップ2

ステップ2

自動運転バス・タクシーの人キロあたり運行
コスト・運賃の算出（事業者視点）

ステップ3

自動運転バス・タクシーのサービス水準の算出・評価（利用者視点）

ステップ4

自動運転バス・タクシーの活用方策の検討（利用者視点）

運賃
時間的費用（所要
時間×時間価値）

交通サービス水準
（一般化費用）
値が小さいほどサービ

ス高いと見る
＋ ＝

ステップ1

自動運転技術が交通市場へ
与える影響の整理・仮定

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



運行コストの算出手順（自家用車と鉄道は比較用）

車両コスト
プリウスを想定

運行パターン
現状の値

人キロあたり運行
コスト× →

タクシー（相乗りなし/あり）と自家用車（各項目対象都市の値）

自動運転技術の影響の仮定
（前項までのまとめ）

自動運転車（乗務員配置） 自動運転車（車両自律）

タク
シー

乗合
バス

タク
シー

乗合
バス

自家
用車

1.車両価格上昇 40%増 - 40%増 - 40%増

2.走行経費減少 1.7%減 - 1.7%減 - 1.7%減

3.保険コスト減少 10%減 - 10%減 - 10%減

4.運送人件費の削減 40%減 40%減 100%減 100%減 -

乗合バスと鉄道

（各項目対象都市の値）
人キロあたり営業費
運送人件費割合を把握可能

その他
金利や運転手時給
（ベース）など

×

仮定1～3を反映 仮定4を反映

→ 人キロあたり運行
コスト

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



運行コストの算出に用いた数値

車両コスト（駐車場費は対象都市の値）

運行パターン（相乗り以外は対象都市の値）

• タクシー（相乗りなし），タクシー（相乗りあり），
自家用車ごとに値を設定

• ピーク時間帯（7:30-9:30と17:30-19:30），非ピーク時
間帯（9:30-17:30），夜間時間帯（19:30-7:30）ごとに
以下の値を設定

• 運行時間，実車時間率 (%)，平均乗車率（乗車人数/定
員）(%)，平均旅行速度 (km/h)，平均トリップ距離
(km)，空車距離率 (%)，メンテナンス（休憩等）のた
めの走行距離率 (%)，メンテナンス時間率 (%)

有効定員
取得価格
（円/寿命
年，km）

保険
（円/年）

税金
（円/年）

駐車場
（円/年）

車検点検
費（円/年）

修繕費
（円/km）

タイヤ費
（円/km）

燃料費
（円/km）

トヨタプリウス 2015年
モデルグレードS

4 247万円 72,000 39,500 355,200 7,500 1.74 1.00 6.16

事業用化（タクシー） - 30%減 6倍増 76%減 - 2.6倍増 25%減 25%減 5%減

個人向け自動車ローン金利 0.0265
個人向けローン返済年 5
事業者向け金利 0.02
事業者向けローン返済年数 3
自家用乗用車平均寿命（年） 12.91
タクシー用乗用車平均寿命（積算km） 431,760
業者による車内清掃費（円） 1,950
年あたり自家用車車内清掃回数 8
年あたりタクシー車内清掃回数 183
運転手時給 1,846
1台1日あたり一般管理費 1,400

1台1日あたり運行管理費 1,000

その他（運転手時給は対象都市の値）

人キロあたり営業費
（対象都市の値）

人キロあたり運送人件費
（対象都市の値）

乗合バス 43.87 29.83（営業費の68%）
鉄道 14.65 4.40（営業費の30%）

東京区部：乗合バスは都営バスの値．鉄道
は東京メトロと都営地下鉄の（輸送人員重
み付け）平均値

タクシー・自家用車

乗合バス・鉄道

全て出典は補足参照(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



乗合バス・タクシーとも

乗務員配置型で3割，車両自律型で

7～8割の人キロあたり運行コスト減

286.3
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円
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キ
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jyomuin

SC2

運行コストの算出結果

運行コストの現状再現性の確認

• タクシー：区部平均乗車距離4.1km，乗車人
員1.32人だと運行コスト1550円．現行運賃は
税抜1610円．利潤3.87%で釣り合う

• 乗合バス：同4.3kmだと運行コスト190円．現
行運賃は税抜194円．利潤2.1%で釣り合う

→概ね妥当な結果

-30%

-32%

-27%

-77%

-76%
-68%

+11%

鉄道 自家用車タクシー

（相乗りあり）

乗合バスタクシー

東京区部

自動運転バス・タクシー運賃

• 算出した運行コストに利潤3％
を上乗せした額を用いる

現状

自動運転車（乗務員配置）

自動運転車（車両自律）

鉄道運賃（比較用）

• 平均運賃を用いる．東京メトロ
と都営地下鉄の（輸送人員重み
付け）平均値は16.9円/人キロ
（鉄道統計年報2015年度）

自家用車費用（比較用）

• 算出した費用を用いる
(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



ステップ3

ステップ2

自動運転バス・タクシーの人キロあたり運行
コスト・運賃の算出（事業者視点）

ステップ3

自動運転バス・タクシーのサービス水準の算出・評価（利用者視点）

ステップ4

自動運転バス・タクシーの活用方策の検討（利用者視点）

運賃
時間的費用（所要
時間×時間価値）

交通サービス水準
（一般化費用）
値が小さいほどサービ

ス高いと見る
＋ ＝

ステップ1

自動運転技術が交通市場へ
与える影響の整理・仮定

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



交通サービス水準の算出手順

自動運転技術の影響の仮定
（前項までのまとめ）

自動運転車（乗務員配置） 自動運転車（車両自律）

タク
シー

乗合
バス

タク
シー

乗合
バス

自家
用車

1.車両価格上昇 40%増 - 40%増 - 40%増

2.走行経費減少 1.7%減 - 1.7%減 - 1.7%減

3.保険コスト減少 10%減 - 10%減 - 10%減

4.運送人件費の削減 40%減 40%減 100%減 100%減 -

5.自家用車の操作負荷軽減
（時間価値減）

- - - - 30%減

運賃（人キロあたり
運賃×移動距離）

時間的費用（所要
時間×時間価値）

交通サービス水準
（一般化費用）
値が小さいほどサービ

ス高いと見る

＋ ＝

利用者視点：平均的な個人が私事目的の移動をする場合を想定．交通手段と移
動距離別（2kmと20km）に算出

仮定1～4を反映

算出済み

仮定5を反映

次に算出
次に算出

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



出典等
旅行速度 タクシー，自家用車は全国都市交通特性調査 (2015)東京区部の結果より．都営バス，地下鉄は表定速度．都営バスは全体平均

交通時間節約価値

• 自家用車の移動距離別の時間価値はKato et al. (2013)より（業務以外の目的の時間価値の平均を用いる）．これに交通手段間の時間価値
の比率を乗じて，乗合バス，タクシー，鉄道の移動距離別の時間価値を算出

• 乗合バス，タクシー（乗客の値），自家用車（ドライバーの値）の時間価値は「時間価値原単位および走行経費原単位の算出方法（国
交省，2008）」より．2016年価格にデフレートして用いる．それぞれ24.84, 24.84, 28.75円/人分

• 鉄道の時間価値は「鉄道需要分析手法に関するテクニカルレポート（交政審，2017）」より．業務以外の目的の時間価値の平均を用い
る．27.92円/人分

時間的費用の算出に用いた数値

交通プロジェクトの費用便益分析マニュアル
等と既往研究から私事移動の値を使う

時間的費用（円）＝所要時間（分）×時間価値（交通時間節約価値）（円/分）

旅行速度（キロ/時）
（対象都市の値）

交通時間節約価値（円/分）
（私事移動：全国平均）

2km 5km 10km 20km

タクシー 15.9（待ち時間込み） 6.5 7.5 9.8 12.9

乗合バス 11（表定速度） 6.5 7.5 9.8 12.9

鉄道 30（表定速度） 6.3 8.4 11.0 14.5

自家用車 20.9 7.5 8.6 11.4 15.0

移動距離（2kmと20km）を各交通手
段の旅行速度で割って算出

移動距離が短いほど時間価値小さい

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



サービス水準の算出結果（2kmと20km移動の場合）
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系列1

系列2

系列3

時間的費用

運賃

自動運転車（乗務員配置）

現状

自動運転車（車両自律）

-27%

-71%
-27%

-66% -15%
-38%

+2.3% （水準は配置型では自家用車より依
然大きいが自律型になると下回る）

東京区部・2km移動

タクシーのサービス改善幅は特に
大きい．乗務員配置型で2～3割，

自律型で6～7割改善
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-25%

-67%
-24%

-57%
-11%

-27%
-3.4%

東京区部・20km移動

鉄道 自家用車タクシー

（相乗りあり）

乗合バスタクシー

（自家用車は長距離帯ほど改善幅が
大きい）

乗合バス・タクシーとも短距離帯
ほどサービス改善幅大きい

乗合バス・タクシーとも自動運転
化後も鉄道のサービス水準と強く

競合しない

乗合バスはタクシーよりサービス
改善幅小さい．乗務員配置型で1～

2割，自律型で3～4割改善
（旅行速度が遅く時間的費用の割合が

大きいため）

時間的費用は自家用車のみ減で
他は変わらない

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



まとめ

本研究は，都市圏において自動運転バス・タクシーのサービス水準の評価を行った
✓ サービスの特徴を理解することは活用方策を考える上での最初のステップとなる
✓ 結果は中短期的・より保守的な展望として利用可能（車両価格は最も保守的な値，
運送人件費は二通りの値で算出）

自動運転バス・タクシー（レベル4・5）導入の効果（東京区部の結果）
✓ 事業者から見ると，乗合バス・タクシーとも乗務員配置型で3割，自律型で7～8
割の人キロあたり運行コスト削減

利用者から見ると
✓ 乗合バス・タクシーとも時間的費用は変わらない．自家用車利用のみで減
✓ タクシーのサービス改善幅は特に大きい．乗務員配置型で2～3割，自律型で6～

7割改善．サービス水準は乗務員配置型＞自家用車利用＞自律型の関係
✓ 乗合バスのサービス改善幅はタクシーより小さい．乗務員配置型で1～2割，自
律型で3～4割．旅行速度が遅く運賃が改善してもサービス改善幅は小さくなる

✓ 乗合バス・タクシーとも短距離帯ほどサービス改善幅大きい
✓ 乗合バス・タクシーとも自動運転化後も鉄道のサービス水準と強く競合しない

✓ 短距離帯での導入により公共交通網の利便性を高められる可能性がある．将来
的な自律型まで視野に入れると，タクシーの活用が公共交通網の利便性を高め
るためにより重要となる可能性がある

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



今後の予定

1. 活用方策の詳細な検討

2. 地域特性（全国10の都市類型別平均値）に応じた活用方策の検討

• 検討項目：フィーダー路線への旅客需要．導入後の
鉄道乗客数と利用者便益（鉄道アクセシビリティ）
への影響

• これまでに算出した数値を用いて分析可能

例：鉄道駅へのフィーダー路線への自動運転バス・
タクシーの導入可能性の検討

導入前

導入後

駅勢圏の変化

本研究では，近年中の実用化が予想される自動運転バス・タクシーを公共交通網の
利便性を高めるためにどう使えばよいか詳細に検討していく

地方都市圏で公共交通網維持のためどう使えばよいか

ご清聴ありがとうございました
(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



補足

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



出典：運行コスト（東京区部）

乗用車（車両コスト）

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



出典：運行コスト（東京区部）

乗用車（タクシー用調整値） 乗用車（その他数値）

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



出典：運行コスト（東京区部）

ピーク時間帯（7:30-9:30，17:30-19:30） タクシー
タクシー

（相乗りあり）
自家用
乗用車

運行時間（自動運転化後）（時） 3.8 3.8 0.32
運行時間（自動運転化前）（時） 3.8 3.8 0.32
実車時間率 (%) 57 57 100
平均乗車率（乗車人数/定員）(%) 33 65 26
平均旅行速度 (km/h) 15.9 15.9 20.7
平均トリップ距離 (km) 4.6 4.6 15.9
空車距離率 (%) 54.7 8 0
メンテナンス（休憩等）のための走行距離率 (%) 5 5 0
メンテナンス（休憩等）時間率 (%) 5 5 0
非ピーク時間帯（9:30-17:30）
運行時間（自動運転化後）（時） 7.6 7.6 0.7
運行時間（自動運転化前）（時） 7.6 7.6 0.7
実車時間率 (%) 59 59 100
平均乗車率（乗車人数/定員）(%) 33 60 29
平均旅行速度 (km/h) 9.4 9.4 18.7
平均トリップ距離 (km) 2.5 2.5 11.5
空車距離率 (%) 54.7 8 0
メンテナンス（休憩等）のための走行距離率 (%) 5 5 0
メンテナンス（休憩等）時間率 (%) 5 5 0
夜間時間帯（19:30-7:30）
運行時間（自動運転化後）（時） 9.6 9.6 0.3
運行時間（自動運転化前）（時） 8.6 8.6 0.3
実車時間率 (%) 30 30 100
平均乗車率（乗車人数/定員）(%) 33 57.5 29
平均旅行速度 (km/h) 13.6 13.6 24.8
平均トリップ距離 (km) 3.1 3.1 16.1
空車距離率 (%) 54.7 8 0
メンテナンス（休憩等）のための走行距離率 (%) 5 5 0
メンテナンス（休憩等）時間率 (%) 20 20 0

乗用車（運行パターン）まとめ

太字は現状の値（東京
区部）

その他は一般的な仮定．
特に相乗りタクシーの
データは一般にほとん
どない

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



出典：運行コスト（東京区部）

乗用車（運行パターン）

まとめは前項

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



出典：運行コスト（東京区部）

乗合バス，鉄道

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



既往研究のレビュー

近年，交通計画分野で自動運転車を扱う論文や報告書の出版が世界的に増加

代表分野（筆者まとめ） 内容

A.自動運転バス・タクシー
関連（事業者視点）

運行シミュレーション，ビジネス
モデルの検討など

B. 自動運転車への支払意思
額・選好意識（利用者視点）

自家用自動運転車に対していく
ら支払うか？など

C. 自動運転車が交通需要へ
与える影響（利用者視点）

自動運転車が普及すると車の総走
行距離，その他交通需要，土地利
用はどのように変わるか？など

D. 自動運転車に関わる交通
戦略

上記までの知見に基づき，交通
政策の目標と調和させた形で自
動運転車の普及を促すにはどう
すれば良いか？など

E. その他
技術に関する不安や抵抗心理，
経済理論モデルなど

（事業者）

2.自動運転バス・タ
クシーの運行コス
ト・運賃の算出

（利用者）

3.自動運転バス・タ
クシーのサービス
水準の算出・評価

4. 自動運転バス・
タクシーの活用
方策の検討

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



既往研究：A. 自動運転バス・タクシー関連

• 世界的にビジネスモデル
への関心が高まる

• ステップ2では，Bösch et 
al. (2017)のアプローチを
使い，自動運転バス・タ
クシーの人キロあたり運
行コストを算出

• 本報告ではより保守的仮
定で算出

代表分野 論文

運行シ
ミュレー
ション

• Fragnant and Kockelman (2014, 2016)：Agent-based
モデルを利用し都市圏での車両台数と待ち時間の
関係，総走行距離を算出（1事業者による運行を
想定）．動的相乗り機能も考慮

• 国内外で多くの研究がある（より詳細化や実装を
想定したものなど）．例えば山本ら (2017)は名古
屋市名東区内での実装を想定

• Liang et al. (2017)：鉄道駅へのアクセスを想定

ビジネス
モデルの
検討

• Burns et al. (2013)：都市圏での総車両台数と待ち
時間の関係，人キロあたり運行コストを試算

• Bösch et al. (2017)：タクシー，バス，自家用車が自
動運転化した場合の人キロあたり運行コスト算出

• Stocker and Shaheen (2017)：車両の保有主体と運行
管理主体に基づいたビジネスモデルや妥当な車両
のサイズを提案

• Wadud (2017)：Bösch et al. (2017)と同様のアプロー
チ．3タイプのトラックの運行コストも算出

テキサス州オースティンでの
運行シミュレーション

(Fragnant and Kockelman, 2016)

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



既往研究：C. 自動運転車が交通需要へ与える影響

• 自動運転バス・タク
シーの需要面からの
分析・それに基づく
活用方策の提案は行
われていない

• ステップ3，4では，
自動運転バス・タク
シーを需要面から分
析する

• ステップ3は，利用
者から見たそれら
サービス水準を他の
交通機関との比較の
上示す（サービス水
準は需要の説明変
数）

代表分野 論文

積み上げ型
の交通需要
予測（自家
用普及の影
響）

• Sivak and Schoettle (2015ab)：現状の交通行動データと
独自の仮定を用いて，車保有と走行距離の変化を算
出．米国で年間総走行距離 (VKT)75%増（最大）

• Harper et al. (2016)：高齢者と障害者のモビリティ上
昇の仮定を用いる．米国でVKT14%増（最大）

• Wadud et al. (2016)：同様に総走行距離とCO2排出量の
変化を算出．米国でVKT10%増（最大）

• Fragnant and Kockelman (2015)：事故減少，渋滞減少の
便益から自家用自動運転車 (PAV)購入費用を引き，異
なるPAV普及率のもとでPAVの社会的便益を算出．米
国で全て正（VKT10-20%増と仮定）

統計モデル
による交通
需要予測
（自家用普
及の影響）

• Childress et al. (2015)：シアトル都市圏のactivity-based
モデルを用いた分析．時間価値や交通容量変化の仮
定に基づき交通需要の空間的変化を算出．VKT-35%～
10%増

• Trommer et al. (2016)：集計4段階推定法により，車利
用の一般化費用減少（サービス水準上昇）がドイツと
アメリカの交通手段分担率等に与える影響を算出

• Meyer et al. (2016)：交通容量の増加によるスイス各地
域のアクセシビリティの変化を算出．郊外のアクセシ
ビリティが高まる（郊外化が促される）

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018



乗合バス・タクシー事業における自動運転：技術面

乗合バス・タクシーの営業運転に求められる技術（第二種運転免許）

• 第二種運転免許の根拠「多くの乗客を運送し，その動静確認及び安全確保
等の通常より高度の運転技術及び運転感覚が旅客自動車の運転に要求され
ること，また，旅客自動車による事故は多くの人命を損ないかねないなど，
第一種免許より一層高度の技能，知識，適性を必要とすることから，他人
の生命を預かる旅客自動車の運転がより安全に行われるようにすることを
目的（警察庁，2017）」

普通第二種 中型第二種 大型第二種

運転可能な車両 10人以下 29人以下 30人以上

普通一種保持者の免許取得費用 22-24万円 36-40万円 44-48万円

免許受験資格 21歳以上・普通免許等保有3年以上

（前橋自動車教習所ウェブサイト）

自動運転（運転安全性向上）は乗合バス・タクシーの営業運転に求められる

技術に基本的には適合

（論点整理）

(C) Ryosuke Abe, Ph.D. , Japan Transport Research Institute, 2018




